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高経年RC建物の状況と問題点

NTTグループが保有する通信用建物の建設のピークは
高度経済成長時であり，1960年代後半から1970年代後
半にかけて大量に建設されています．これらの建物の経過
年数は50年を超えるものが急増する状況です（図 １）．ま

た，この年代に大量に建設された鉄筋コンクリート造建築
物（RC建物）は日本国内全体でコンクリートの優良材料
が不足し，品質において影響を受けているといわれてい
ます．

一般的な長期継続利用の建物は，これまでに数回，使用
用途の変更や機能維持，経年劣化に伴う改修工事によって

図 1 　通信用建物の建設年別ビル数
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from NTTファシリティーズ

建物の延命化に貢献する小径ドリル型削孔試
験機を用いたコンクリート強度試験方法の開発
国内インフラの老朽化が社会問題と位置付けられている昨今において，建築物の適切な保存・修復方法を選定するための建物
の延命化に関する技術開発は，今後重要性が高まっていくものの１つです．NTTファシリティーズでは，建物の延命化の取り
組みの１つとして，鉄筋コンクリート造建築物（RC建物）への損傷が極めて少ない小径ドリル型削孔試験機を用いた構造躯体
コンクリートの圧縮強度試験方法を開発しました．ここではその概要を紹介します．
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維持保全（メンテナンス）されますが，中には過酷な自然
環境下等において，ほとんどメンテナンスが実施されてお
らず，建物の安全性が脅かされる状態のものもあります．

建物の延命化に必要な性能および問題点

建物を維持継続するために必要な性能には，防災性，耐
震性，耐久性，耐火性，快適性等さまざまなものがあります．
特に地震が多い国内では，地震に対する強さを表す耐震性
が比較的注目されています．また，長期に使う建物ほど，
年月の経過による傷みの進みにくさを示す耐久性が重要に
なります．陸上競技に例えていえば，ハードルなどの障害（地
震）に左右されず走りきる短距離ランナーに必要な能力が
耐震性能，一方，障害（雨 ・ 風を含む自然環境）があっても，
故障なく無事に走りきれる長距離ランナーに必要な能力が
耐久性能といえるかと思います．

建物延命化にまず必要になるのが継続利用する建物が現
時点でどれくらいの耐久性能を有しているかという現状把
握です．しかし，現場で施工することが一般的なRC建物に
おいては，前述の建設時代の背景などの影響により，新築

時の施工会社の品質管理はもとより，セメント ・ 骨材 ・ 鉄
筋等材料の選定 ・ 供給方法に加え，立地環境条件等さまざ
まな要素により，現地で簡易に耐久性が判定できないのが
現状です．特に多数の建物を所有するオーナー様からは，
耐久性調査 ・ 診断を比較的精度良く，低廉 ・ 迅速かつ安全
に把握できる現地調査手法が求められています．

これまでの耐久性調査 ･圧縮強度試験
方法

従来の耐久性調査では，主にコンクリート躯体の壁面を
コア抜きして圧縮強度等を調査する方法（コア採取法）を
適用しています．具体的には，直径100 mm程度のダイ
ヤモンドコアボーラーを用いて壁面を掘削する方法が用い
られており，壁面躯体等に穴を空けて実施し，その後，そ
の採取した試験体を公的試験機関へ持ち込み圧縮強度試験
を実施します（図 ₂）．この方法には，事前にＸ線探査等
で適切に埋設物探査を実施しないと，調査時にコンクリー
ト内に埋設された鉄筋や配管を切断してしまうというリス
クがありました．

図 2 　コア採取法による圧縮強度試験

コア採取法による現地調査 公的試験機関での圧縮強度試験
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また，この方法は現地でコアを採取する日には圧縮強度
が分からず，後日，公的な試験機関での圧縮強度試験結果
が著しく低いなどの異常が確認された場合には，再度，調
査が必要になり，全体的な調査コストアップにつながる要
因になります．

提案する小径ドリルを用いた新たな調査
方法

コンクリートに用いられている砂利や砂などの骨材はセ
メント部分に比べて強度が十分に強く，コンクリートの圧
縮強度はセメント部分に依存するといわれています．そこ
で従来技術（1）を基に，セメント部分の強度からコンクリート
の圧縮強度を測定することができる，小径ドリル型削孔試
験機を用いたコンクリート強度試験方法（ドリル法）を開
発しました（図 ３）．

このドリルの先端のビットはわずか直径３mmで一定の押
し当て力 ・ トルク値で深さ10 mm程度削孔するだけで圧縮

強度の測定が可能となります．これは従来のコア採取法（直
径100 mm）の寸法差約30分の１（体積比：約２万分の１）
になります（図 ４）．

このドリル法の大きなメリットは短期間で現地でも圧縮
強度の確認が可能なうえ，構造躯体 ・ 外壁への影響が極め
て少ないことです．また，削孔径 ・ 深さが小さいため，X線
撮影による埋設物確認が不要で，従来のコア採取法に比べ
て調査場所の制約を受けにくく，調査後の補修も簡単にな
ります（表）．

このドリル法はもともとレンガや石材などの比較的均一
な建築材料を評価するものでした．NTTファシリティーズ
ではその技術を応用し，耐震性 ・ 耐久性調査で実施したコ
アサンプルを用いて，これまで約50ビルの圧縮強度試験を
実施し，従来のコア調査技術との精度比較を行い，RC建物
へのスクリーニング調査技術として，ドリル法の圧縮強度
試験方法を開発しました．

ドリル法による圧縮強度試験は，耐久性診断および耐震
性診断共に適用が可能であり，NTTファシリティーズは，

図 3 　小径ドリル型削孔試験機を用いたコンクリート強度試験方法
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今後も耐震 ・ 耐久性調査時に合わせて検証調査を継続実施
し，さまざまな実構造物のデータを蓄積することにより，さ
らなる精度向上をめざしていきます．

今後の展開

今回はコンクリート建物への耐震 ・ 耐久性調査に適用可
能なドリル法を用いた新たな圧縮強度の試験方法について
紹介しました．今後は，耐久性調査にて実施する中性化調

査，かぶり厚さ調査等の非破壊調査の技術開発を進め，調
査精度の向上と，さらなるコストダウンを図ることで，建
物の継続利用に向けた技術の普及をめざします．
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図 4 　コア採取法とドリル法の寸法（サイズ）の違い
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表　作業内容の比較（4～ 5 階建のビルを想定）

コア採取法 ドリル法

作業
内容
等

･  X線撮影による埋設物確
認
･  コアドリルによる試料採
取
･  試験機関にてコアによる
強度確認

･  機器による現地計測
･  調査場所の制約を受けに
くい
･仕上げ等の除去

必要
時間

･ 現地： 2日
･結果： 3週間後

･現地： 1日～ 2日
･結果：当日可能

騒音 ･  80～90 dB程度
（コア採取時，機器固定時）

･ 70～80 dB程度
（削孔時の発電機使用時）

【参考】騒音の目安
100 dB: 車のクラクション　80 dB: 目覚まし時計の音　70 dB: 騒々しい街頭程度


